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性差にもとづく更年期障害の解明と両立支援開発の研究 

 

研究代表者 安井 敏之 徳島大学 教授 

 

（研究要旨）令和５年度の研究事業では、１年目の研究内容をもとに、男性更年期障害に

ついてはペーシャントジャーニー調査のためのウエブシステム開発を進め、タブレット端

末を用いた自己回答式問診による実態調査を行なった。女性更年期障害については、ネッ

トアンケート調査による医療施設受診に至るジャーニーに関する横断調査を行い、結果を

まとめており、医療施設受診後の治療に伴う症状と労働機能障害の関係に関する縦断研究

についても進行中である。就労者疫学調査については、レセプト調査、ネットアンケート

調査、事業所調査を継続し、NDB データベース調査準備ができた。一部の調査結果は学会

や論文で公表しており、メディアや事業所からも注目されている。3 月に行われた班会議

では、それぞれの分担者の計画の進捗状況を把握し情報を共有するとともに、３年目に向

けて研究をまとめ、両立支援に向けた普及活動や支援・介入を行うための資料を作成する

ことを確認した。 

 

Ａ.研究目的 

周閉経期に見られる様々な更年期症状

の原因として、女性では性ホルモンの変動、

家庭環境、個人の性格とともに仕事も関係

する。男性も中高年になると性ホルモンが

ストレスなどにより減少し、LOH 症候群

（late onset hypogonadism）が注目されて

いる。このような更年期症状は働く男女に

とって就労に影響し、仕事の継続が困難に

なるケースも存在し、QOL を損なう可能性

がある。日本において更年期症状と就労と

の関係について調査された研究は少なく、

認識も低い。そこで、本研究では、性ホルモ

ンの変化に伴う男女の更年期症状に関して、

性差の観点から国内外のエビデンスを収

集・整理し、日本における症状と就労との関

係、症状が見られてから病院やクリニック

への受診に至る経緯、医療施設受診後に治

療を受けることで労働機能障害がどのよう

に変化するかを明らかにする。これらの経

緯や関係は、男女によって異なる可能性も

あり、性差に着目した両立支援として検討

することを目指す。また様々な調査を通し

て、日本における就労男女の更年期症状の

実態を明らかにし、更年期症状とプレゼン

ティーズムの実態を明らかにする。これら

の研究成果をもとに、両立支援に向けた普

及活動や支援・介入を行うための資料を作

成する。 
令和５年度は、①更年期障害を有する就労
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女性の医療施設受診までのジャーニーを明

確にし、医療施設受診後の治療による女性

更年期障害と労働機能障害との関係を明確

にすること、②更年期障害を有する就労男

性のペーシャントジャーニーを明らかにす

るための WEB システムを開発し、男性更

年期障害と労働機能障害との関係を明確に

すること、③レセプト調査、ネットアンケー

ト調査、事業所調査によって、更年期症状と

プレゼンティーズムとの関係や更年期障害

に影響する職業関連因子を明らかにすると

ともに NDB 調査にも着手すること、④両

立支援についての普及活動や支援・介入の

ための資料の作成に着手することを目的と

する。 
 

Ｂ.研究方法 

令和５年度の研究事業では、研究の第２年

目として各分担者においてそれぞれの研究

を実施した。また、Web による班会議によ

って研究２年目に行う研究内容を確認し、3
月の研究報告会では、それぞれの研究の進

捗状況について情報共有を行なった。なお、

研究全体の総括は安井が中心となって行な

った。 
①女性更年期障害と労働機能障害 
１）横断調査 安井、岩佐を中心に、40歳
から 59 歳の更年期障害を有する有職女性

を対象としたネットアンケート調査による

横断研究を行った。症状や対処行動ととも

に、クリニックや病院を受診するまでにど

のような経路を辿ってきたかについてのジ

ャーニーや満足度、仕事への影響や求める

支援策についても調査した。なお、本研究は

日本産科婦人科学会女性ヘルスケア委員会

と共同で行なった。 

２）縦断調査 安井、岩佐、甲賀を中心に、

医療施設を受診した女性に関して、更年期

障害について Menopause Rating Scale
（MRS)、更年期障害による presenteeism
を Work Functioning Impairment Scale 
(Wfun)を用いて評価し、MRS と Wfun の

関連性が治療によってどのように変化する

かを前向き研究として行った。さらに、これ

らの関係について職位、就業形態、就業内容

による違いも検討した。 
②男性更年期障害と労働機能障害 
堀江、井手を中心に、男性更年期外来のペイ

シャントジャーニー調査のためのシステム

開発を行った。そのシステムを用いて、男性

更年期症状を主訴に来院された患者に対し

て、タブレット端末を用いて自己回答式問

診を実施してもらい、患者背景や治療の実

態調査を行うことを目的として、外来調査

並びにペーシャントジャーニーを検討した。

順天堂医院泌尿器科における iPad を用い

た症状調査を行った。項目は受診のきっか

け、症状、Wfun、AMS スコア、精神症状、

QOL、尿路系の症状、ED、治療内容、およ

び改善についての質問を行った。 
③ 就労者疫学調査 
藤野、立石が中心となって、下記１）２）３）

について調査を行った。 
１）レセプトによる受診調査 
 産業医科大学が保有する健保データから

女性更年期障害および治療実態、男性更年

期障害および治療実態を調査し、男女の更

年期症状についての外来受診率調査を行い、

男女それぞれについて更年期症状を訴えて

受診した患者の割合を算出した。 
２）ネットアンケート調査 
 働く女性の更年期障害の種類とプレゼン
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ティイズムとの関連性に関する横断研究に

ついて、40-59歳の女性 40000人を対象に

調査を行った。 
３）事業所調査 
 職業関連因子と中等度以上の更年期症状

との関連に関する横断調査について、女性

社員 685例を対象に解析を行なった。 
４）NDB データベースを用いた調査 
村松が中心となって NDB データベース

のための申請を行った。 
④ 両立支援について、普及資料や支援資料
の作成 
これまでの検討で明らかになってきた男

性更年期障害、女性更年期障害と労働機能

障害との関係から、立石が中心となって両

立支援における課題を明らかにし、熊野が

中心となって性差に着目した普及活動や支

援・介入を行うための資料作成に着手した。 
 

Ｃ.研究結果 

①女性更年期障害と労働機能障害 
１）横断調査 更年期障害のなかで精神症

状を有する割合は高いこと、更年期障害を

有していても約半数の女性は我慢していた。

また、初めて受診する医療施設として産婦

人科を受診する割合が約６割を占めていた。

更年期障害のために仕事を減らしている割

合が 4〜7%、休んでいる割合が 0.5〜2%見

られた。支援策として時間休暇や休暇制度

とともに情報提供や経済的支援を求めてい

た。 
２）縦断調査 現時点での症例数は 18例と

少ないが、更年期障害の程度が強い女性が

リクルートされており、軽度労働機能障害

を示す割合は 52.9%、中等度労働機能障害

と高度労働機能障害を合わせた割合は

17.6%であった。現時点ではほとんどの女

性が職場から支援を受けていないが、時間

休や休暇制度といった支援制度を求める割

合が多く見られた。 
②男性更年期障害と労働機能障害 

労働機能障害について、軽度 23%、中等

度、31%、高度 16%と一般集団に比較して

労働機能障害を有する割合が高かった。

Wfun と AMS スコアとの間に正の相関関

係が見られた。また男性ホルモン補充療法

によって約 70%の症例で改善を認めた。タ

ブレット端末を利用した自己回答式問診は

ペイシャントジャーニーを簡便に把握でき

るツールであることが明らかになった。総

テストステロン値はうつ症状を有意に反映

させるバイオマーカーであることも示され

た。男性更年期障害はプレゼンティイズム

と強く関連していることも明らかになった。 
③ 就労者疫学調査 
１）レセプトによる受診調査 
 女性更年期障害について、受診者割合は

5.8%、新規受診率は 1.8%／年であった（日

本医師会雑誌, 2023 に掲載）。男性更年期障

害について、受診者割合は 0.2%、新規受診

率は 0.07%／年であった。本結果について

は現在投稿中である。 
２）ネットアンケート調査 
 働く女性の更年期障害とプレゼンティイ

ズムとの間の有意な関連を認め、特に精神

症 状 に お い て 強 く 認 め ら れ た

（Occupational Medicine 2023 に掲載）。 
３）事業所調査 
 女性社員を対象にした解析から、職業関

連因子として、会社からの支援、夜勤、通勤

時間といった因子が女性更年期障害と関係

することが明らかになり、現在論文投稿中
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である。 
４）NDB データベースを用いた調査 
村松が中心となって申請を行い、申請が

受理されたため調査の準備を行なっている。 
 

④ 両立支援について、普及資料や支援資料
の作成 
 これまでの結果から、両立支援対策の課

題が明確になってきており、これらを整理

する。また、性差に着目した普及活動や支

援・介入を行うための資料の作成を開始し

た。また、男女の更年期症状とうつ病や不安

症状との重なり合いについても検討を行っ

た。 
 

Ｄ.考察 

①女性更年期障害と労働機能障害 
１）横断調査 更年期障害の種類について

精神症状の割合が多いことはこれまでの研

究結果と一致するものであった。医療施設

受診までのジャーニーについて、薬局での

相談、クリニック・病院受診、インターネッ

トで調べるといった割合が中心であるが、

医療施設の受診科として産婦人科を受診し

ている割合が高いことは注目すべきことで

ある。産婦人科を受診したのちに適切な治

療を受けて満足しているのかどうかも重要

な解析となる。管理職と非管理職に分けた

検討や職業の種類による違いによる分析も

進めているが、現時点では大きな差を認め

ておらず、職位ごとでの方針には至らない

可能性もある。なお、更年期障害があるがた

めに管理職になりたくない可能性も考えら

れ、重要な点かもしれない。今後、有職者と

無職者との比較、都市部と地方における違

いなどの検討も行う予定であり、３年目で

本研究結果を論文化する中でまとめる。 
２）縦断調査 多施設共同での研究のため

にそれぞれの施設での倫理審査委員会の承

認を得るのに時間がかかったが、症例数も

少しずつ増えている。今後も症例数を確保

していくことが必要である。なお、順調に症

例数が増えれば３年目の後半にはまとめが

できると考え、論文化に進める。 
②男性更年期障害と労働機能障害 
タブレット端末を利用した自己回答式問

診はペイシャントジャーニーを簡便に把握

できるツールであり、今後、大規模調査への

展開ができ、３年目においては全国規模で

のデータを収集し、日本における就労男性

の更年期障害の実態を明らかにし、まとめ

ることができる。 
③ 就労者疫学調査 
１）レセプトによる受診調査 
 女性更年期障害の受診者割合に比較して、

男性更年期障害の受診者割合は極めて低い

ことから、女性更年期障害の存在とともに

男性更年期障害についても周知が必要と考

えられる。 
２）ネットアンケート調査 
 女性においては精神症状を中心とした更

年期障害とプレゼンティイズムとの間の有

意な関連を認めたことから、更年期障害へ

の対応の必要性について職場に周知が必要

である。また、男性においても同様の検討が

必要である。 
３）事業所調査 
 更年期症状を有する女性において、会社

からの支援、夜勤、通勤時間といった因子は

両立支援対策を考える上で重要なポイント

である。また、性差を考える上において男性

社員における検討も必要である。 
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４）NDB 調査 
２年目から村松先生研究に加わっていた

だいて NDB 申請をしていただいた。申請

が受理されたため３年目では、NDB データ

ベースを用いた調査を行うことができる。 
就労者疫学調査については順調に検討が

進められ、論文化も進んでいる。得られた結

果は、関連学会でも速やかに公表しており、

メディアからの反響もあり、これらの結果

が少しずつ社会に浸透し始めている実感が

ある。３年目では、論文が受理されるように

進めるとともに、男性更年期障害の結果に

ついてもまとめ、性差を軸とした両立支援

対策を考える。 
④ 両立支援について、普及資料や支援資料
の作成 
 これまでの検討で明らかになってきた男

性更年期障害、女性更年期障害と労働機能

障害との関係から、両立支援としての課題

が明確になってきており、性差に着目した

普及活動や支援・介入を行うための資料作

成に着手することができる。なお、男女の更

年期症状とうつ病や不安症状との重なり合

いに違いを前提として作成することが必要

である。 
 
本年度は、研究の第２年度として、両立支援

のあり方を検討するための多くのデータを

示すことができた。第３年度は、これらの結

果を関連学会に発表したり、論文としてま

とめ、社会への周知をはかっていく。さら

に、両立支援として、性差を踏まえて普及活

動や支援・介入を行うための資料を作成し、

職場に周知できるようにする。現時点での

結果の状況から第３年度の事業の遂行は可

能である。 

 

Ｅ.結論 

本年度はさまざまな視点から具体的な

研究結果をだすことができた。次年度は継

続してこれらの成果を社会に公表する。ま

た、最終年度として性差をもとにした両立

支援のあり方を検討し、普及資料や支援資

料の作成を行う。これらによって職場で更

年期障害が認識され、適切な対応がとられ

れば、職場にとっても働く人にとってもよ

り良い環境となり、生産性も向上し、プレゼ

ンティーズムやアブセンティーズムが減る

ことが期待できる。 
 

Ｆ.健康危険情報  

  なし 

 

Ｇ.研究発表 

1. 論文発表 論文投稿中 

2. 学会発表等 発表準備中 

 

Ｇ.知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

1. 特許取得 該当無し 

2. 実用新案登録 該当無し 

3. その他 該当無し 
 


